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監査における会計基準と監査人の判断

福　川　裕　徳

1問題提起

　一般的に，職業的専門家たる監査人による財務諸表監査は，企業が作成し

公表する財務諸表が「企業の財政状態および経営成績を適正に表示してい

る」ことを保証すべく，職業的専門家たる監査人が一般に認められた監査基

準に準拠して実施する監査と定義される．すなわち，職業的専門家たる監査

人による財務諸表監査は，財務諸表の信頼性を保証することを目的として行

われるものであるが，伝統的に，この信頼性の保証は財務諸表が一般に公正

妥当と認められた会計基準に継続的に準拠して作成されていることを確かめ

る形で行われると解されている1）．監査人は，財務諸表が会計基準に準拠し

て作成されているかどうかを，監査基準にしたがって確かめるのである。こ

こで監査人の判断を指導する基準は会計基準であり，監査の実施に当たづて

監査人を規制する基本原則が監査基準である2）．

　他方で，今日，監査人には，財務諸表の信頼性の保証という伝統的な役割

に加えて新たな役割が求められつつある．継続企業監査および経営者不正の

発見などがそれである．これらは，「保証」という監査人の役割とは区別苧

れる「情報提供」という役割に関係するものであったり，財務諸表という情

報ではなく経営者等の行為そのものを監査の対象とするものであったりする。

ここでは，会計基準はもはや監査人の判断基準ではなく，監査基準あ・るいは

他の何らかの基準がそれにとってかわると考えられる．

　本稿では，まず，財務諸表の信頼性の保証という枠組みにおいて・特定の
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性格の会計基準の下で，どのような判断が監査人に琴求されるかを検討する．

そして次に，実務に携わる監査人を被験者とした既存の実験の結果を検討し，

要求される判断を現実に監査人が適切に行っているといえるのかどうかを明

らかにする．そして，これらの現象が，財務諸表の信頼性の保証以外の役割

を遂行する際にも見られるものであるかどうかを，同じく監査人を被験者と

して行われた実験結果を示した文献から導く．そして最後に，検討された現

象に対する監査人の対応が，どのような間題をはらんでいるかを指摘する．

　この議論に先立って，次節では，会計基準の完全性の問題とそれに起因し

て2種類の判断が要求されることを明らかにする．

2会計基準の完全性と判断の性質

　Brown　et　al．（1993）は，会計基準の完全牲の一つとして判断手続完全性

（decisiOn－procedure　completeness）を挙げている．判断手続完全性とは，

すべての起こりうる状況の報告方法を会計人に示唆する判断手続を提供する

という意味における完全性である3）．この完全性を有する会計基準の下では，

会計人は，すべての会計事象について，それをいかに取り扱うかを明白に知

ることができる．

　しかし，完全性を達成するためのコストを考えると，完全な基準というも

のは存在し得ないことがわかる．すなわち，判断手続完全性を有するために

は，基準は，すべての状況を想定し状況の複雑さと同程度に細かい規定を設

けるか，すべての状況が事前に規定した何らかの部類に入るほど暖昧なもの

でなけれぱならない．基準が完全性を達成するためには，過度に簡略化され

るか，過度に複雑なものとならざるを得ず，したがって，完全なる基準とい

うものは存在しないことになる．

　それでは，会計基準が不可避的に不完全なものであるとすると，人々はそ

れをどのように論理的に用いるのであろうか．この問題を，Brown　etal．

（1993）はFASBの資産の定義を例に挙げて説明している4）．

　FASBは，ある対象が資産としての資格を有するためには，次の3つの
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特質を有さなけれぱならないとしている．ここで注意しなけれぱならないの

は，これらは正確には資産の必要条件であって，十分条件ではなく，その意

味で定義とはいえないものであるという点である．

　　T：過去の取引という特質一資産は過去の取引，すなわちすでに発生し

　　　　たある会計主体による取引から生じたものでなけれぱならない．

　　B1経済的便益という特質一資産は発生の可能性の高い経済的便益でな

　　　　ければなら；なL、．

　　C1支配という特質一資産は当該主体の支配の下になければならない．

　このFASBの挙げる資産の特質に関連して，監査人および財務諸表利用

者それぞれの基準の用い方を図示すると，以下のようになる．

　　　　　　　　　　図1基準の2通りの用いられ方

　　　　　　　利用者のアプローチ　　　　　　　　　利用者のアプローチ

　　　　　　　　　　／　．　　　　　　！
　　　　　　　　　　A　　　A　　　　　　　　　　　　　　　A　　　A

　　　　　　　丁

監査人のア　　　■
　　　　一→Tプローチ

（a）

　　　　　　　B

監査人のア＿。直
プローチ

（b）

利用者のアプロ■チ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　　A

　　　　　　　　　　　　　　　　C
　　　　　　　　　監査人のア→C
　　　　　　　　　プローチ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（C）

　　　　　　　　　（Brown　et　al．（1993，p．279）を一部修正）

　この図において，Aは資産にあたる項目の集合を，Aは資産ではない項

目の集合を示している．さらにT，B，Cはそれぞれ上述の特質を備えてい

ること，T，B，Cはそれらの特質を有していないことを意味している．

　この図は，基準が2通りに用いられることを意味している．すなわち，1

つは資産は特質丁，B，Cを備えていると推論できること，もう1つは，↑，

軌Cに属する項目は資産ではないと推師できることである．しかし，たと
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えば，「過去の取引から生じた項目が資産であるか」，「ある項目が資産でな

ければ，それは過去の取引から生じたものではないのか」という問いには答

えることができない．

　この2通りの基準の用いられ方は，それぞれ財務諸表の利用者および監査

人の基準の用い方に対応するものである5）．すなわち，利用者は，財務諸表

の資産をみてその項目が特質丁，B，Cを備えていると推論することができ

る．他方，監査人については問題が残る．すなわち，監査人はT，B，Cに

属する項目が資産ではないと推論できるが，特質丁，B，Cを備えている項

目が資産であるとはいえない6）．基準は特質丁，．B，Cを備えている項目を

資産として開示することを認めてはいるが，要求してはいないのである．

　会計基準の適用が必要条件に基づいて行われる論理は明らかにされたが，

「取引」，「支配」，「経済的便益」，「資産」といった用語を実際に適用しよう

とすると問題が生じる．これらの概念に対する定義を特定するためにはその

本質（eSSenCe）を決定しなけれぱならないが，これらの概念はそれを生み

出す人間の理由，関心によって不可避的に影響を受ける．さらにそれらは文

化的あるいは個人的な変数に影響される．1つまりこれらの用語に対する本質

は存在しないのであって，その定義を決定することはできないのである．

　以上の議論を整理すると，監査人が不完全な会計基準を適用する際には少

なくとも2種類の判断が必要となることがわかる．すなわち，まず第一に，

監査人は，「取引」，「支配」といった会計上の概念が本来的に暖昧であるた

めに，それらを適用す6際に意味論的判断（semantic　judgment）を行使

する必要がある．言い換えると，判断の対象が会計基準の規定するところの

属性を有するか否かの判断つまり実態の把握に関する判断が必要となる．

　さらに，ある項目が特質丁，B，Cを備えていると判断された場合におい

ても，基準はこの項目を資産とすることを認めているだけであって，そうす

ることを要求しているのではない．ここで，もう1つの判断として語用論的

判断（pragmatic　judgment）が必要とされる．すなわち，必要条件を充た

した項目のうち何を資産として開示すべきかについての半1j断が必要とされる
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のである．これは，判断の対象が会計基準の規定するところの属性をすべて

有する場合に，それを会計基準に適合するものと認めるか否かの判断であり，

基準が判断手続完全性を有するものであれぱ不必要となる判断であるが，前

述したように，そのような完全性を有する基準は存在し得ないため，この判

断は不可避的なものである．

3形式主義的会計基準と実質主義的会計基準

　以上において，監査人が財務諸表と会計基準との合致の程度を確かめる際

に要求される2つの判断が特定さ枠た．次にここでは，2つの規制アプロー’

チを考察し，それぞれの下での会計基準と，意味論的判断および語用論的判

断との関係について考える．

　規制アプローチには，形式主義と実質主義（アンチ形式主義）の2つがあ

るといわれる7）．形式主義的規制アプローチとは，明確に定義されたルール

を用いて，統一性，首尾一貫性，予測可能性を強調し，法的な形式およぴ逐

語的な解釈を重視するアプローチである．それに対して，実質主義的規制ア

プローチは，取引および関係の実質を強調し，規制の目的およぴ精神を重視

する，よりフレキシブルで政策志向的なものである．これら2つの規制アプ

ローチは，ともに固有の利点と欠点を有するため，どちらかを選択すべきと

いうものではなく，現実の規制方法においては，両方のアプローチを折衷し

たものとなる8）、

　この2つの規制アプローチ，すなわち形式主義的規制アプローチおよび実

質主義的規制アプ回一チの下での会計基準を，ここではそれぞれ形式主義的

会計基準および実質主義的会計基準と呼ぶことにする．ここで会計基準とは，

明示されたものであるか否かを間わず，規制の目的を達成するために具体化

された規定を総称するものとして捉えられる9）．このように定義される会計

基準は，2つの規制アプローチが折衷されるのに対応して，両方の性格を有

することになる．したがって，例えば，特定の会計基準書を取りあげて，そ

れが形式主義的会計基準であるとか実質主義的会計基準であるということは
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できないという点に注意しなければならない．

　それでは，これらの会計基準と前節で説明した2つの判断とはどのような

関係にあるだろうか．まず，判断手続完全性との関係で考えると，形式主義

的会計基準は前述したように明確に定義されたルールとしての性格を強く有

し，その逐語的な解釈と遵守が要求される．このような基準においては，当

然のことながら，判断手続完全性が高いと考えられる、他方，実質主義的会

計基準は，規制の精神を重視するフレキシブルで政策志向的な規定であり，

形式主義的会計基準に比して判断手続完全性は低いといえる．

　　　　　　　　　図2会計基準の性格と判断手続完全性

　　　　　　　　　　　大　　　　　　　　　　　小
　形式主義的会計基準　　　　判断手続完全性　　　　実質主義的会計基準

　会計基準の性格と判断手続完全性とのこのような関係を前提とすると，ま

ず，形式主義的会計基準の下では意味論的判断が非常に重要な意昧を持つ．

この形式主義的会計基準が判断手続完全性を有する（必要十分条件を示す）

ところまで達すれば，その場合には語用論的判断は必要とされないというこ

とになる．しかしながら，そのような完全性を達成することは不可能である

ため，現実には語用論的判断も必要とされることになる．一方，実質主義的

会計基準の下では，語用論的判断に重点が置かれる．また，実質主義的会計

基準も会計基準である以上，会計上の概念から完全に解放されることはあり

得ず；実態の把握に関する判断は不可欠である．したがって，ここでも最低

限の意味論的判断は必要とされる．しかし，会計基準の実質主義的傾向が弱

まる（形式主義的傾向が強まる）につれ，意味論的判断の量は増加すること

になる．すなわち，形式主義的会計基準および実質主義的会計基準と，意味

論的判断および語用論的判断との間には，ある種のトレードオフ関係が成立

しているといえる．

　　　　　　　図3会計基準の性格とその下で要求される判断

　　　　　　　　　　　　多　　　　　　　　　少
　　形式主義的会計基準　嚢鶴雛1懐→実質主義的会1＋基準
　　　　　　　　　　　　少　　　　　　　　　多
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4監査人の判断に関する既存研究

（1）考察の対象とする判断領域

　これまでの議論から，監査人にどのような判断が要求され，またその判断

は会計基準の性格とどのような関係にあるのかが明らかとなった．次に，監

査人は求められる判断を適切に行い得るかどうかという問題を検討する．こ

れまでに述べたように，監査人は，意味論的判断と語用論的判断という2つ

の種類の判断を行わなければならない．このように性質の異なる判断を両者

ともに監査人は適切に行う得るのかという問題に対して，監査人の判断につ

いての既存の研究からインプリケーションを導くことを試みる．

　監査人の判断に関する研究は，1970年代半ばからアメリカを中心として

盛んに行われているが，そこでは，心理学の実験方法を取り入れ，そのパラ

ダイムを援用したものが多くを占めている．特に今日では，認知心理学・認

知科学の成果を積極的に取り入払　また逆にその発展に貢献している研究も

多くみられる10）．

　これらの研究のうち，ここでは，まず，監査人の重要性に関する判断を対

象とした｛のを取りあげることにする．特に，重要性に関する判断を取りあ

げることの理由としては，重要性の判断が監査人の職業的専門家としての判

断の典型的局面と考えられていること11），さらにそのためもあってか，比較

的古くからその判断についての研究がなされており，文献が豊富であること

が挙げられる．

　さらに，監査人の判断が要求されるもう一つの局面として企業継続性の評

価についての問題を取りあげる．企業継続性の評価は，財務諸表の信頼性の

保証とは区別される情報提供機能の枠組みにおいて監査人に求められる役割

である．ここでは会計基準はもはや監査人の判断基準ではなく，監査基準

（もしくはその他の何らかの基準）がその判酷基準となる．本稿は，会計基

準の性格と監査人の判断の関係を明らかにすることを目的としており，その

意味では，主旨からはずれているようにみえるかもしれない．
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　　　　　　　　　監査における会計基準と監査人の判断　　　　　　　（125）

　それにもかかわらず・企業の継続性の評価の問題を考察の対象とするのは，

ここで取り’あげるこの問題についての2つの研究が1980年前後に行われた

ものであり，企業の継続性の評価についての確固たる判断基準がない状態で

の監査人の判断を対象としているためである12）．すなわち，明確な判断基準

ないし指針がないままに何らかの判断をなすことを要求された場合に，監査

人はその判断を適切に行い得るのかどうかを検討することが目的である．

（2）重要性に関する監査人の判断

　重要性の判断についての研究の多くは監査人の間にはコンセンサスが存在

しないことを示・している13）．ここでは，監査人の判断にコンセンサスがみら

れないことの理由を求めたものと位置づけることのできる研究を取りあげて，

その結果を検討する．

　なぜ重要性についての監査人の判断にコンセンサスがみられないかを明ら

かにすることを目的とした研究を整理すると，重要性の判断については2つ

の側面があることがわかる．1つは，様々な要因が，ある項目の重要性の程

度についての監査人の判断にどのような影響を与えるかという問題である．

言い換えれば，監査人が，ある項目の重要性を判断しようとするときに何を

みることによってそれを行うのかという問題であり，これは監査人による実

態の把握に関係する．もう1つの側面は，監査人が認識した重要性のレベル

に関連して・どの程度の重要性のレベルが特定の開示を要求するかという判

断である．

　前に述べた2種類の判断との関係でいうと，監査人による実態の把握に関

係する前者の判断ぽ意味論的判断にあたる．すなわち，これは，ある項目が

重要であるかどう加，あるいはどの程度の重要性を有するかという実態の把

握に関する判断であり，まさに意味論的判断の内容と一致する．

　それに対して，どの程度の重要性のレベルが開示を要求するかという判断

は，前に述べた語用論的判断に一致する．つまり，これは，把握された重要

性が基準の要求する水準に適合するものであるかどうかの判断であり，語用
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論的判断に合致するものである．

　この2つの判断を識別した上で，既存研究の結果を吟味する．まず，実態

の把握に関する判断（意味論的判断）に関連して行われた研究のうち代表的

なものとしては，Boatsman　and　Robertson（1976）14），Moriarity　and

Baron（1976）15），Ward（1976）16），Firth（1979）17〕が挙げられる．これら

の研究は，監査人が重要性に関する判断を行う際に何を手がかりとしている

か，すなわち，監査人の判断の最も重要な説明変数は何かを特定することを

目的として行われたものである．一この問題について，これらの研究は一致し

た答えを示している．すなわち，監査人による重要性の把握においては，純

利益数値との比率における当該項目の大きさが最も重要な変数として理解さ

れており，この点については監査人は高いコンセンサスを示していることが

明らかにされている1窩）．

　他方，Boatsman　and　Robertson（1976）にみられるように，どの程度の

重要性のレベルが開示を要求するかという判断については監査人の間にコン

センサスがみられない．この判断は重要性に関する識閾（threshold）の問

題であるが，ここに監査人の判断の最終的な結果ダー致しない原因があるの

で牽る19）．

　要するに，このことは，重要性の判断において，監査人は意味論的判断に

ついては適切に遂行し得るが，語用論的判断については適切に行い得ないこ

とを意味している20）．

（3）企業継続性に関する監査人の判断

　次ヒ，企業の継続性についての監査人の判断を対象として行われたKida

（1980）とJoyce　and　Biddle（1981）の2つの研究結果を検討する一まず，

Kida（1980）は，監査人に企業の継続性について財務比率を手がかりに評

価させ，さらにその企業の継続性の状態についての確信を前提とした場合に

どのような監査意見（無限定意見一限定意見一意見差控）別）を表明するかに

ついて答えを求めた22）．また，JoyceandBiddle（1981）は，監査人に特
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定のヶ一スにっいて企業の存続可能性を評価させ，さらにその結果としての

監査意見を選択させた23）．

　この2つの研究内容をみると，企業の継続性についての判断についても重

要性の判断と同様に，2つの側面が含まれていることがわかる．すなわち，

企業が存続する可能性の評価そのものとその結果としての監査意見の選択と

いう2つの側面である．前者は，企業の継続性に関する実態の把握にかかる

判断であり，前述の2種類の判断のうち意味論的判断に一致するものである．

一方，後者は把握された実態に基づくと，どのような監査意見が要求される

かの判断であり，内容的に語用論的判断と同一のものである．

　これらの研究の結果，企業の継続牲自体についての判断すなわち実態の把

握についての判断に関しては，監査人は，高い正確性（a㏄uraCy）を示す

とともに高い同意（agreement）を示しており，この判断を適切に行い得

ることが不された．

　一方，監査意見の選択については，Kida（1980）では，監査人は問題を

把握しているにもかかわらず，意見を限定しないという傾向がみられ，この

判断についてはかなりのばらつきがあることが明らかとなった24）．また，

Joyce　and　Bidd1e（1981）においても，監査意見の選択と企業継続性につ

いての確率の評価との間に直接的な関係はみられず，さらに，各被験者の回

答を個別的に調ぺると，確率の判断と監査意見の選択の関係にはかなりの個

人差が認められた．

　これら2つの研究において注目すべきは，継続企業監査においては，仮に

実態の把握において適切な判断を行ったとしても，その結果としての監査意

見の表明たおいては監査人の間で判断が相違することが指摘された点である．

すなわち，この結果は，企業が継続性の間題に直面しているかどうか，また

どの程度の危険性があるのかについての判断においては，監査人は高い正確

性とコンセンサスを示すが，それにもかかわらず，その結果としての監査意

見の選択については監査人の間でばらつきがみられることを意味している．

　この継続企業監査における判断の2つの側面が意味論的判断と語用論的判
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断に一致することを考えあわせると，重要性の判断と同様に企業の継続性の

判断においても，監査人は意味論的判断については適切に行うことができる

が，語用論的判断については適切に行うことができないことが明らかとなる．

5結びに代えて

　これまでの検討で，ある会計基準の下で監査人には意味論的判断と語用論

的判断という2つの判断が求められること，さらに重要性に関する判断およ

ぴ企業の継続性に関する判断についてこれまでになされた研究の緒果を検討

することにより，監査人は意味論的判断については適切に行うことができる

が語用論的判断については適切に行い得ないことが示された．

　また，会計基準の性質とそこで要求される判断の議論において，形式主義

的会計基準の下では意味論的判断が非常に重要な意味を持つのに対して，実

質主義的会計基準の下では，語用論的判断に重点が置かれることが明らかに

された．

　これらのことを考えあわせると，監査人は，形式主義的会計基準の下では

適切な判断を行うことができるが，実質主義的会計基準の下では適切な判断

が行えないという示唆が得られる．それでは，現実に監査人は実質主義的会

計基準の下での判断を要求された場合に、それにどのように対応するのであ

ろうか．また，そこにはどのような問題が潜んでいる可能性があるのであろ

うか．

　McBamet　and　Whelan（1991）によれぱ，実質主義的規制アプローチが

’実際に適用される際には，オペレーショナルなレベルにおいて，より厳格な

ルールによって実質的な規制は補完されるという現象が起きる．規制の実施

段階において，多くのメカニズムが厳格なルールヘの揺れ戻しを引き起iこす

のである．言い換えれぱ，実質的な規定は形式的な規定に置き換えられてい

くのである．

　これらの規定の明確化（c1ari行cation）のメカニズムのうち，監査人にと

づて特に重要な意味を持つのは指針（guidelines）であろう25）．すなわち，
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実質主義的基準に対して，その細目規定というかたちで指針を設けることに

よって，監査人はより明確な判断の拠り所を得ることになる．これは，要求

される判断が語用論的判断から意味論的判断へ変換されることを意味する．

　この指針の設定が規制そのものの性質に変化をもたらすという問題はここ

では別として，指針が監査人の判断をより適切なものにする限りにおいてそ

の設定を否定する理曲は全くない．ただし，それは，この指針が会計基準の

枠の中で行われるということが前提である．しかしながら，Masonand

Gibbinξ（1991）が指摘するように，今日では，判断の指針を監査基準の中

で提供する傾向がみられる26）．このように判断の指針を監査基準において提

供する場合には，監査人のみならず，財務諸表の作成者も監査基準に示され

た指針にしたがって財務諸表を作成する必要が生じる．ところが，そうなる

と，財務諸表の利用者が財務諸表を適切に理解するためにはその作成基準で

ある会計基準のみならず，その作成には本来関係のない監査基準についても

精通することが必要となるという問題が生じてしまうのである．

　本稿において導かれた結論は，重要性の判断と企業の継続性の判断という

限られた領域の監査人の判断から得られたものである．この結論が，他の領

域の監査人の判断によっても裏付けられることを確かめる必要がある．

　また，監査人の判断を対象とした研究は主にアメリカにおいて盛んに行わ

れているようである．このことはアメリカにおいて監査人の責任を問う訴訟

が多いことと無関係ではないであろう．とするならぱ，訴訟において問われ

ている責任が，ここで明らかにした意味論的判断にかかるものであるのか，

あるいは語用論的判断に関するものであるのかを検討することも必要であろ

う．これらが今後に残された課題である．

1）　例えぱ，日下部（1965，pp．5－6），AAA（1973，p．2），森（1978．pp，1－7），

脇田（1993，p．1）を参照．また，適正性と会書十基準準拠性との関係については，

山浦（1997）を参照．

2）岩圧1（1955，pp．3－6）．
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3）　Brown　et　a1．（1993）では，もう1つの完全性として，代替的なすぺての組

　の会計基準に対してすぺての人が，あるものが他に対して好ましいあるいはそれ

　らが無差別であるということに同意する意味での完全性，すなわち，社会的選好

完全性（socia1・preference　completeness）も挙げられているが，この完全性は

　ここでの議論に直接関係しないため考察の対象とはしない；

4）Brown　et　al．（1993）は，FASBが1977年に公表した公開草案に基づいて資

産の特質を挙げており，その1つとして「資産は当該主体による現金に対する請

求権を伴わなければならない」という特質が挙げられているが，現行の概念フレ

　ームワークでは，これは「資産は発生の可能性の高い将来の経済的便益でなけれ

　ぱならない」という特質に置き換えられている．したがうて，以下においては，

現行の資産の特質に基づいて論をすすめる．

5）　もちろん，財務諸表の作成者の基準の用い方は，監査人のそれと一致するが，

　ここでは財務諸表の作成者の判断は考察の対象とはしていないため，監査人の基

準の用い方に限定して論をすすめる．

6）　Brown　et　a1．（1993）は，この例として，研究開発のための支出を挙げてい

　る．

7）　ここでの2つの規制アプローチについての記述は，McBamet　and　Whe1an

　（1991）によっ、た．また，このフレームワークを用いて会計制度を論じたわが国

　における先駆的研究としては松浦（1995）を参照．

8）松浦（1995，p．5）．

9）　この考え方は，「『一般に認められた会計原則』は，その時点で認められた会

計実務を定義するために必要な慣行，規則およぴ手続を含む」ものであり，「一

　般的適用指針ぱかりでなく詳細な実務および手続も含む」とするSAS第69号

　の広範な定義に類似するものである．

10）　これらの研究を，監査ブロセス，躍論的フレームワーク，判断の評価規準の

　3つの観点から整麗したものとしては，Solomon　and　Shie1ds（1995）を参照．

　また，認知プ回セスを扱った研究を分類したものとしては，Libby（1995）を参

　照．

11）脇田（1993，p．156）、

12）企業の継続性に関する評価の実務的な指針を提供するものとして，SAS第

　34号．‘TheAuditor’sConsiderationsWhenaQuestionArisesAboutan

　EntityもContinuedExist㎝ce’1が公表されたのが1981年3月である．

13）　例えば，Bemstein（1967），PattmoandSiebel（1974），Pattmo（1975）

　を参照．
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14）　Boatsman　and　Robertson（1976）は，判別分析を用いて，33人の被験者

　（18人の公認会計士と15人の証券アナリスト）の判断モデルを構築した．30の

　ケースのそれぞれについて8つの変数（当該項目の性質，当該項目の当期の純利

　益に対する関係，当該項目の総収益あるいは総費用に対する関係など）が抽出さ

　れ，それらが公認会計士およぴ証券アナリストの判断（当該項目を別個に開示し

　ない，注記においてのみ開示する，貸借対照表項目として開示する）を説明する

・のに役立つかどうかが確かめられた．

　　その結果，この判別モデルは3分類の判断（非開示，注記で開示，貸借対照表

　項目として開示）の63％しか説明しないことが明らかにされた、また，このモ

　デルを開示（3分類のうちの注言己と貸借対照表項目を区別せず一括）か非開示か

　という2分類の判断に適用した場合には，84％の正確性を有することが示され

　た．さらに，「当期純利益に対する利得あるいは損失」が主要な説明変数として

　識別された．

15）MoriarityandBaron（1976）は、15人の公認会計士を被験者として，18の

　ケースにおける利益の減少を最も重要なものから最も重要ではないものまでラン

　ク付けさせる実験を行った．彼らは，それまでの研究と異なり、重要性を基数的

　（絶対的）なものではなく序数的（相対的）なものとして捉え，どの程度の重要

　性のレペルが特定のタイプの開示を要求するかという判断とは別に，様々な要因

　（ここでは，利益数値，利益のトレンド，資産規模の3つ）がある項目の重要性

　の程度にどのような影響を与えるかを特定しようとした．

　　その結果，利益数値が最も重要な説明変数であることが示され，2番目に重要

　な変数についてはあまり高いコンセンサスはみられないものの，諸要因がある項

　目の重要性の程度にどのような影響を与えるかについては，監査人の間に総じて

　高いコンセンサスが存在することが明らかにされた．

16）Ward（1976）は，重要性に関する職業専門家の判断はどの程度異なるのか，

　また，その原因は何かを明らかにするため，24人の公認会計士（パートナー）

　を被験者として，重要性の判断に影響を及ぼす20の要因の相対的なランク付け

　をさせ，個々の監査人の間および監査人の所属する会計事務所間に相違がみられ

　るかどうかを評価した．

　　監査人の回答を分析した結果，全体的に，職業的監査人は重要性の判断が求め

　られるときに考慮されるであろう様々な要因の相対的な重要性については高いコ

　ンセンサスを示しているという結論を導いた．

17）Firth（1979）は，個人間の同意（agreement）のレベルがどの程度のもので

　あり，特定の要因が個人の判断を説明するのに役立つかどうかを考察するために，
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　150人（ピック・エイトのうちの3事務所から各30人、企業の会計担当者，投

　資アナリストがそれぞれ30人）を被験者として次のような実験を行った．

　　被験者は，特別項目（extraordinary　item）を含んだ30の異なったケースを

　与えられ，その項目が別個に開示されるべきであると考えるかどうかを問われる．

　30のケースは上場企業30社の公表財務諸表に基づくものであり，そこに特別項

　目が付される．この特別項目は，「明らかに重要である」から「明らかに重要で

　ない」までを網羅するために様々な大きさのものが用いられる．

　　≒の結果，被験者間の判断の間には重大な差異がみられ，会計事務所に所属す

　る会計士にとってみれば，このことは，事務所が重要性判断を達成するため指針

　を有していないことを示唆している．また，グループごとの差異を検討すると，

　3つの会計事務所は類似した結果を示しており，このことは個々の会計事務所が．

　特定の重要性のルールを有していないことと一致している．さらに，企業の会計

　担当者は，会計士グループよりも低い開示要求（disclosure　response）しか示

　さず，逆に，投資アナリストは，会計士グルーブよりも高い開示要求を示した．

　　さらに次の段階として，被験者が重要性の判断を達成する際に用いた特定の変

　数を確かめるために6つの変数を抽出し分析を行oた緒果，「利益の比率として

一の特別項目」と「純資産の比率としての特別項目」の2つの変数が重要性の判断

　を行う際には重要であるが，開示か非開示かを決定するためにこれらの変数が用

　いられるレベルがグループ間で異なうていることが明らかとなった．すなわち，

　グループ間の判断の相違は2つの変数に対して用いられる異なった識閾レペルの

　結果であり，重要性の判断を行う際に用いられた変数が異なることの結果ではな

　いのである．

18）　ここで取りあげた研究のほかに，重要性の把握において純利益数値との比率

　における当該項目の大きさが最も重要な変数であることを示したものとしては，」

　Woolsey（1954a，1954b，1973），Messier（1983）を参照．

19）　また，Firth（1979）においても，グループ間の識閾の相違がみられており，

　判断結果の相違の原因が重要性の識閾の相違にあることが示唆されている、

20）　ここで，コンセンサスという判断の評価規準をもうて判断の適切性としたが，

　これは，職業的監査人が特定の状況において行う判断は同一のものでなけれぱな

　らないと一般に考えられていることによる．，また，判断の正確性（a㏄uraCy）

　を評価する明確な外部規準がない場合には，一般にその代替的な規準としてコン

　センサスが用いられる．コンセンサスが必ずしも判断の正確性と一致するわけで

　はないが，これまでの研究では，コンセンサスと正確性は非常に高い相関関係に

　あることが示されている（Ashton（1985）を参照）．
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　21）　なお，1988年にSAS第59号が公表され，企業の存続能力について重大な疑

　　義がある場合には，意見区分の次に説明区分を設けてそこで対応することとなウ

　　たため，今日では企業の継続性の関する問題と監査意見との直接的な関連づけは

　　なされていない．

一・・）・i・・（1…）は・まず，予備調査によ一て，企業が継続性に関する間題を抱

　　えているということを監査人に考えさせる10の事象を識別し，これらの事象の

　　うち少なくとも1つを含む企業20社と問題のない企業20社を選択した．そして、

　　この40社について。5つの比率（純利益／総資産，純資産／負債合計，当座資

　産／当座負債，売上高／総資産，現金／総資産）を被験者（27人のパートナー）

　に提示し，その企業が継続性に関する問題を抱えているかどうかという問題につ

　いて6点スケールを用いて答えさせ，さらにその企業の継続性の状態についての

　確信を前提とした場合にどのような意見（無限定意見一限定意見一意見差控）を

　選択するかを回答させた．

23）　ある企業が新しい製品ラインを導入しようとしているとする．条件Aでは，

　新しい製品ラインの成功の確率を，その成功の5つの条件を与えて被験者に評価

　させる・製品ラインが成功するためには・5つの条件をすべて充たさねぱならず，

　それぞれの条件が充たされる確率はそれぞれ80％，90％，95％，90％，90％で

　ある一さらに，製品ラインの成功確率を評価した後，被験者は，この製品ライン

　が成功しなけれぱ当該企業の存続が危ぷまれる状況の下で、4つの監査意見（無

　限定意見・限定意見・意見差控・その他）のうちの1つを選択する．条件Bで

　は，5つの条件のうち最初の3つが充たされれば製品ラインの導入は成功すると

　される．

24）例えぱ，22のケースについて問題を把握したがそのうち6つのケースについ

　てのみ意見を限定している監査人21のケースについて問題を把握しそのうち

　の9つについて意見を限定している監査人，さらに14のケースについて問題を

　把握しているにもかかわらず・全く意見を限定していない監査人がいることが指

　摘されている．

25）監査人の判断が適切に行い得ないことが示される場合に，その指針の設定を

　求める主張は数多くみられる（例えば，Ho1mes（1973），Ar，dell（1975），

　Firth（1979），Kida（1980）を参．照、）．

26）Mason　and　Gibbins（1991）は，アメリカにおける会計基準と監査基準を検

　討した上で・判断を行う際の指針を提供するものとして，監査基準は会計基準よ

　りも有用であることを指摘している．
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